
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
２枚の偏光板、複屈折層Ａ、複屈折層Ｂおよび液晶セルＣを含む液晶パネルであって、
　前記２枚の偏光板が、それらの吸収軸が略直交するように配置され、
　前記２枚の偏光板の間に、前記複屈折層Ａ、前記複屈折層Ｂおよび前記液晶セルＣが配
置され、
　前記複屈折層Ａは、下記式（１）の屈折率異方性を有し、
　前記複屈折層Ｂは、下記式（２）の屈折率異方性を有し、

　前記液晶セルＣは、その液晶分子が、電圧非印加状態で略垂直に配向している液晶セル
であり、
　前記複屈折層Ａの波長分散特性（α４０（Ａ））、前記複屈折層Ｂ（α４０（Ｂ））お
よび前記液晶セルＣの（α４０（Ｃ））が、下記式（３）および下記式（４）の条件を満
たすことを特徴とする、液晶パネル。

　式（１）　　　ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚ
　式（２）　　　ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚ

10

20

JP 4025699 B2 2007.12.26

かつ前記複屈折層Ｂの形成材
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　前記式（１）および前記式（２）において、ｎｘ、ｎｙおよびｎｚは、それぞれ、前記
複屈折層ＡおよびＢにおける、Ｘ軸方向、Ｙ軸方向およびＺ軸方向の屈折率を示す。前記
Ｘ軸方向は、前記複屈折層ＡおよびＢのそれぞれの面内方向において最大の屈折率を示す
軸方向であり、前記Ｙ軸方向は、前記それぞれの面内における前記Ｘ軸方向に対して垂直
な軸方向であり、前記Ｚ軸方向は、前記Ｘ軸方向および前記Ｙ軸方向に垂直な厚み方向を
示す。

　式（３）　　　α４０（Ｂ）＞α４０（Ｃ）＞α４０（Ａ）
　式（４）　　　１＞α４０（Ａ）

　前記式（３）および前記式（４）において、下記式（５）に示すように、波長分散特性
α４０は、複屈折層表面若しくは液晶セル表面の法線方向を基準（０°）とし、これから
４０°傾いた方向からの４３０ｎｍおよび５５０ｎｍの各波長の入射光で測定したリター
デーション（Ｒｅ）の比である。

　式（５）　　　α４０＝Ｒｅ（４３０ｎｍ）／Ｒｅ（５５０ｎｍ）
　　　　Ｒｅ（４３０ｎｍ）：波長４３０ｎｍの入射光で測定したリターデーション
　　　　Ｒｅ（５５０ｎｍ）：波長５５０ｎｍの入射光で測定したリターデーション
【請求項２】
　前記複屈折層Ｂの面内における屈折率の差（Δｎ＝ｎｘ－ｎｙ、ｎｘおよびｎｙは、前
記式（２）と同じ）が、０．００５～０．２の範囲である請求項１に記載の液晶パネル。
【請求項３】
前記偏光板が、偏光子と、この両面に積層された透明保護層とを含み、前記液晶セルＣ側
の透明保護層が、下記式（６）および下記式（７）の条件を満たす に記
載の液晶パネル。

　式（６）　　　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）ｄ＜１０ｎｍ
　式（７）　　　Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）ｄ＜２０ｎｍ

　前記式（６）および前記式（７）において、ｎｘ、ｎｙおよびｎｚは、前記式（１）お
よび前記式（２）と同じ。
【請求項４】
　前記複屈折層Ｂと前記液晶セルＣが隣接して配置していることを特徴とする

のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項５】
　一方の偏光板に、前記複屈折層Ａおよび前記複屈折層Ｂが、この順番で積層されている

のいずれかに記載の液晶パネル。
【請求項６】
　一方の偏光板の偏光子に前記複屈折層Ａが積層されており、前記複屈折層Ａが前記透明
保護層を兼ねており、前記複屈折層Ａの遅相軸と前記偏光子の吸収軸が略直交しており、
前記複屈折層Ａの上に前記複屈折層Ｂが積層されている 記載の液晶パネル。
【請求項７】

のいずれかに記載の液晶パネルを含む液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶パネルおよびそれを用いた液晶表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、液晶表示装置において、正の誘電率異方性を有する液晶を、相互に対向する基板
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請求項１または２

請求項１か
ら３

請求項１から４

請求項５

　請求項１から６



間に水平配向した、いわゆる TNモードが主として使われていた。しかし、 TNモードは、そ
の駆動特性上、黒表示をしようとしても基板近傍の液晶分子により複屈折が生じる結果、
光漏れが生じ、完全な黒表示を行うことが困難であった。一方、電圧非印加状態に置いて
液晶分子が略垂直に配向している VAモードがある。ＶＡモードでは、光が、偏光面をほと
んど変化させること無く液晶層を通過するため、基板の上下に偏光板を配置することによ
り非駆動状態（電圧非印加状態）で、ほぼ完全な黒色表示が可能である。
【０００３】
　しかしながら、ＶＡモードでは、パネル法線方向においてはほぼ完全な黒色表示ができ
るものの、法線方向から外れた方向（斜め方向）からパネルを観察すると、液晶の複屈折
の影響を受け、光漏れが発生する。この結果、ＶＡモードにおいて、視野角が狭くなると
いう問題があった。この問題を解決するために、ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚの屈折率異方性を有す
る位相差板を、液晶層と偏光板の間の少なくとも一方に配置することで、前記液晶の複屈
折を補償することが、提案されている（例えば、特許文献１。）。前記ｎｘ、ｎｙおよび
ｎｚは、それぞれ、前記位相差板における、Ｘ軸方向、Ｙ軸方向およびＺ軸方向の屈折率
を示す。前記Ｘ軸方向は、前記位相差板の面内方向において最大の屈折率を示す軸方向で
あり、前記Ｙ軸方向は、前記面内における前記Ｘ軸方向に対して垂直な軸方向であり、前
記Ｚ軸方向は、前記Ｘ軸方向および前記Ｙ軸方向に垂直な厚み方向を示す。しかし、液晶
層の複屈折を補償しても、偏光板の光軸から外れた方位においては、偏光板による光漏れ
が生じ、コントラストの低下が生じてしまうという問題があった。基本的に、 PVA系フィ
ルムにヨウ素等の二色性物質等を吸着させた偏光子同士でクロスニコル状態を得ても、そ
の光軸からずれた方位において法線方向から視角を傾けていくと光漏れは必然的に生じて
しまうからである。
【０００４】
　これに対して、ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚとなる正の屈折率異方性を有する第１の位相差板と、
ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚとなる負の屈折率異方性を有する第２の位相差板とを併用することによ
り、偏光板の光軸からずれた方位においても光漏れを低減させ、視野角特性を向上する方
法が提案されている（例えば、特許文献２。）。しかしながら、この方法では、コントラ
ストの視野角特性の改善、すなわち視感度の一番高い 550nm付近の光に対して漏れ量を低
減させているのみであり、カラーシフトに関しては解決方法が示されていない。視野角特
性という点では、青や赤の光に対しても漏れ量を同様に低減させる必要があり、それが不
十分である場合には、黒が、青若しくは赤みがかったりするという、カラーシフト現象が
生じてしまう。すなわち、コントラストの視野角特性改善においては、カラーシフト現象
の問題も考慮する必要がある。
【０００５】
　また、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚの光学的に二軸の位相差板を用いることにより、ＶＡモードの
液晶表示装置の視野角特性を向上することが提案されている（例えば、特許文献３。）。
しかし、これも上記と同様に、カラーシフトの点は不十分である。
【０００６】
　一方、最近の研究において、逆分散のＡプレート（ｎｘ＞ｎｙ＝ｎｚ）とネガティブＣ
プレート（ｎｘ＝ｎｙ＞ｎｚ）を備えたＶＡモードの液晶表示装置では、黒表示でのカラ
ーシフト現象が、特に短波長側において少し改善できることが報告されている（例えば、
非特許文献１。）。しかし、この方法でもカラーシフトの点では不十分である。
【特許文献１】特開昭６２－２１０４２３号
【特許文献２】特許３０２７８０５号
【特許文献３】特許３３３０５７４号
【非特許文献１】 Y.Ono, et.al. : IDW’ 02 Proceedings p525
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、このような事情に鑑みなされたもので、広範囲にわたり高いコントラスト比
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を有し、カラーシフトが抑制されたＶＡモードの液晶パネルの提供を、その目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　前記目的を達成するために、本発明の液晶パネルは、２枚の偏光板、複屈折層Ａ，複屈
折層Ｂおよび液晶セルＣを含む液晶パネルであって、
　前記２枚の偏光板が、それらの吸収軸が略直交するように配置され、
　前記２枚の偏光板の間に、前記複屈折層Ａ、前記複屈折層Ｂおよび前記液晶セルＣが配
置され、
　前記複屈折層Ａは、下記式（１）の屈折率異方性を有し、
　前記複屈折層Ｂは、下記式（２）の屈折率異方性を有し、

　前記液晶セルＣは、その液晶分子が、電圧非印加状態で略垂直に配向している液晶セル
であり、
　前記複屈折層Ａの波長分散特性（α４０（Ａ））、前記複屈折層Ｂ（α４０（ B））お
よび前記液晶セルＣの（α４０（ C））が、下記式（３）および下記式（４）の条件を満
たすことを特徴とする、
液晶パネルである。

式（１）　　　ｎｘ＞ｎｙ≧ｎｚ
式（２）　　　ｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚ

　前記式（１）および前記式（２）において、ｎｘ、ｎｙおよびｎｚは、それぞれ、前記
複屈折層ＡおよびＢにおける、Ｘ軸方向、Ｙ軸方向および Z軸方向の屈折率を示す。前記
Ｘ軸方向は、前記複屈折層ＡおよびＢのそれぞれの面内方向において最大の屈折率を示す
軸方向であり、前記Ｙ軸方向は、前記それぞれの面内における前記Ｘ軸方向に対して垂直
な軸方向であり、前記Ｚ軸方向は、前記Ｘ軸方向および前記Ｙ軸方向に垂直な厚み方向を
示す。

式（３）　　　α４０（Ｂ）＞α４０（Ｃ）＞α４０（Ａ）
式（４）　　　１＞α４０（Ａ）

　前記式（３）および前記式（４）において、下記式（５）に示すように、波長分散特性
α４０は、複屈折層表面若しくは液晶セル表面の法線方向を基準（０°）とし、これから
４０°傾いた方向からの４３０ｎｍおよび５５０ｎｍの各波長の入射光で測定したリター
デーション（Ｒｅ）の比である。

式（５）　　　α４０＝Ｒｅ（４３０ｎｍ）／Ｒｅ（５５０ｎｍ）
　　　　Ｒｅ（４３０ｎｍ）：波長４３０ｎｍの入射光で測定したリターデーション
　　　　Ｒｅ（５５０ｎｍ）：波長５５０ｎｍの入射光で測定したリターデーション
【発明の効果】
【０００９】
　本発明者等は、前記課題を解決するために一連の研究を重ねた。その過程で、偏光板に
使用される透明保護層に着目した。すなわち、各波長に対して十分な光漏れを抑制するよ
うなＶＡモードの液晶表示装置を得るためには、偏光子の両側に透明保護膜として使用さ
れている透明高分子フィルム（例えば、トリアセチルセルロース（ＴＣＡ）フィルム）の
光学的な影響に注目する必要がある。一般的に、透明高分子フィルムは未延伸状態におい
てもｎｘ≧ｎｙ＞ｎｚという屈折率異方性を持つ。特に、厚み方向位相差（ｎｘ－ｎｚ）
ｄは４０～６０ｎｍ程度もあることから、フィルム法線から傾いた方向に伝播する光は大

10

20

30

40

50

(4) JP 4025699 B2 2007.12.26

かつ前記複屈折層Ｂの形成材
料が２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン）および
２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル）から合成され
たポリイミドを含み、



きな影響を受けるため、この影響を考慮に入れて複屈折層の位相差値を設定する必要があ
る。さらに、液晶セル内の液晶分子を紫外光から保護するため、偏光板の透明保護膜には
UV吸収剤が一般的には含まれている。したがって、ＶＡモードの液晶表示装置のカラーシ
フト現象を無くすためには、このＵＶ吸収剤の光学的影響を排除するように、複屈折層の
波長分散特性を設定する必要があるという結論に至った。そして、これに基づき、さらに
研究を重ねた結果、ＶＡモードの液晶パネルにおいて、前記式（１）の複屈折層Ａ、前記
式（２）の複屈折層Ｂを用い、これらと前記液晶セルＣとが、前記式（３）および前記式
（４）の関係を満たすことにより、広範囲にわたりコントラスト比が高く、かつカラーシ
フトも効果的に抑制できるＶＡモードの液晶パネルを提供できることを見出し、本発明に
到達した。したがって、本発明の液晶パネルを含む液晶表示装置は、広範囲にわたりコン
トラスト比が高く、かつカラーシフトも抑制されているため、その表示品位が優れている
。
【００１０】
　なお、本発明において、前記式（３）および前記式（４）において、波長分散特性の入
射角を４０°としたのは、以下の理由による。
【００１１】
　波長分散の入射角依存性に関して、セルに用いる液晶分子は、常光屈折率ｎｏと異常光
屈折率ｎｅの波長分散が大きく異なる。従ってΔｎ＝ｎｅ－ｎｏの波長分散は、視角によ
り若干異なる。ＶＡモードの場合、液晶分子は略垂直に配向しているため、入射角０°で
はΔｎ＝０となり波長分散は測定できない。従って、ある程度位相差が発現するように入
射光を傾けた状態で測定する必要があるが、あまり大きくすると表面反射等の影響で精度
が悪くなる。このため波長分散特性の測定の入射角は、４０°が好ましい。一方、複屈折
層は、位相差の波長分散は視角によりほとんど同じであるため、一つの角度で測定すれば
十分である。これらのことを総合的に勘案すると、入射角は４０°が最適となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１２】
　本発明において、前記複屈折層Ｂの面内における屈折率の差（Δｎ＝ｎｘ－ｎｙ、ｎｘ
およびｎｙは、前記式（２）と同じ）は、０．００５～０．２の範囲であれば複屈折層Ｂ
の厚みを薄くすることができ、表示装置の薄型化、軽量化の点でも好ましい。さらに、前
記Δｎは、０．００８～０．１７の範囲であることが好ましく、０．０１～０．１５の範
囲であることがより好ましい。
【００１３】
　本発明において、前記複屈折層 Bは、非液晶性材料から形成されていることが好ましい
。前記非液晶性材料は、特に制限されず、ポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリ
エーテルケトン、ポリアミドイミドおよびポリエステルイミドがあげられ、これらは単独
で使用してもよく、２種類以上で併用しもよい。
【００１４】
　本発明において、前記偏光板は、偏光子と、この両面に積層された透明保護層とを含み
、前記液晶セルＣ側の透明保護層が、下記式（６）および下記式（７）の条件を満たすこ
とが好ましい。

式（６）　　　Ｒｅ＝（ｎｘ－ｎｙ）ｄ＜１０ｎｍ
式（７）　　　Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）ｄ＜２０ｎｍ

　前記式（６）および前記式（７）において、ｎｘ、ｎｙおよびｎｚは、前記式（１）お
よび前記式（２）と同じである。
【００１５】
　前記式（６）および前記式 (７ )の条件を満たす場合、斜方向に伝波する光に影響を与え
ることなく、斜方向のコントラスト比を向上することができる。
【００１６】
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　本発明において、一方の偏光板に、前記複屈折層Ａおよび前記複屈折層Ｂが、この順番
で積層されていることが好ましい。この場合、一方の偏光板の偏光子に前記複屈折層Ａが
積層されており、前記複屈折層Ａが前記透明保護層を兼ねており、前記複屈折層Ａの遅相
軸と前記偏光子の吸収軸が略直交しており、前記複屈折層Ａの上に前記複屈折層Ｂが積層
されていることが、より好ましい。さらに、前記複屈折層Ｂの上に前記液晶セルＣが積層
されていることが好ましい。すなわち、前記複屈折層Ｂと前記液晶セルＣとが隣接するこ
とにより、前記複屈折層Ｂの前記液晶セルＣの光学補償がさらに優れるようになる。
【００１７】
　つぎに、本発明について、さらに詳細に説明する。
【００１８】
　本発明の液晶パネルは、二つの偏光板の間に、前記複屈折層Ａ、前記複屈折層Ｂおよび
前記液晶セルＣが配置されたものである。
【００１９】
　前記複屈折層 Aの形成材料は、前記式（１）、前記式（３）および前記式（４）を満た
し、光学的に透明であれば、特に制限されない。
【００２０】
　前記複屈折層 Aの形成材料として、例えば、酢酸セルロースを用いる場合には、そのア
セチル化度を変えることにより、前記式（４）の条件を満たすようにすることができるこ
とが知られている。
【００２１】
　前記複屈折層Ａの形成材料としては、例えば、樹脂のブレンド物や共重合体であっても
よい。ブレンド物の場合、光学的に透明である必要があることから、相溶ブレンド、各々
の高分子の屈折率が略等しいことが好ましい。ブレンド物の具体的な組み合わせとしては
、例えば、負の光学異方性を有する高分子としてポリ（メチルメタクリレート）と、正の
光学異方性を有する高分子としてポリ（ビニリデンフロライド）、ポリ（エチレンオキサ
イド）、ポリ（ビニリデンフロライド－コ－トリフルオロエチレン）の組み合わせ、正の
光学異方性を有する高分子としてポリ（フェニレンオキサイド）と、負の光学異方性を有
する高分子としてポリスチレン、ポリ（スチレン－コ－ラウロイルマレイミド）、ポリ（
スチレン－コ－シクロヘキシルマレイミド）、ポリ（スチレン－コ－フェニルマレイミド
）の組み合わせ、負の光学異方性を有するポリ（スチレン－コ－マレイン酸無水物）と正
の光学異方性を有するポリカーボネート、また、正の光学異方性を有するポリ（アクリロ
ニトリル－コ－ブタジエン）と負の光学異方性を有するポリ（アクリロニトリル－コ－ス
チレン）等の組み合わせのブレンド物があげられる。透明性の観点から、ポリスチレンと
、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレンオキサイド）等のポリ（フェニレンオキ
サイド）との組み合わせが好ましい。
【００２２】
　また、前記共重合体としては、例えば、ポリ（ブタジエン－コ－ポリスチレン）、ポリ
（エチレン－コ－ポリスチレン）、ポリ（アクリロニトリル－コ－ブタジエン）、ポリ（
アクリロニトリル－コ－ブタジエン－コ－スチレン）、ポリカーボネート共重合体、ポリ
エステル共重合体、ポリエステルカーボネート共重合体、ポリアリレート共重合体等があ
る。特に、フルオレン骨格を有するセグメントは負の光学異方性となり得るため、フルオ
レン骨格を有するポリカーボネート共重合体、ポリエステル共重合体、ポリエステルカー
ボネート共重合体、ポリアリレート共重合体等が好ましい。
【００２３】
　前記複屈折層Ａの製造方法は、特に制限されず、例えば、前記形成材料を溶媒に溶解し
た溶液を調製し、これを表面が平滑な基材フィルムや金属製エンドレスベルトにフィルム
状に塗工し、前記溶媒を蒸発除去して、前記複屈折層Ａを形成すればよい。
【００２４】
　前記塗工する溶液の溶媒は、特に制限されず、例えば、クロロホルム、ジクロロメタン
、四塩化炭素、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロ
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ロエチレン、クロロベンゼン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素類；フェ
ノール、パラクロロフェノール等のフェノール類；ベンゼン、トルエン、キシレン、メト
キシベンゼン、１，２－ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類；アセトン、メチルエ
チルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、２－ピロ
リドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のケトン系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエ
ステル系溶媒；ｔ－ブチルアルコール、グリセリン、エチレングリコール、トリエチレン
グリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエ
ーテル、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２－メチル－２，４－ペンタ
ンジオールのようなアルコール系溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドの
ようなアミド系溶媒；アセトニトリル、ブチロニトリルのようなニトリル系溶媒；ジエチ
ルエーテル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフランのようなエーテル系溶媒；あるいは
二硫化炭素、エチルセルソルブ、ブチルセルソルブ等があげられる。これらの溶媒は、一
種類でもよいし、二種類以上を併用してもよい。
【００２５】
　前記溶液の塗工方法としては、例えば、スピンコート法、ロールコート法、フローコー
ト法、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法等が
あげられる。また、塗工に際しては、必要に応じて、ポリマー層の重畳方式も採用できる
。
【００２６】
　前記基材フィルムの形成材料は、特に制限されず、透明性に優れるポリマーが好ましく
、また、後述するような延伸処理や収縮処理に適していることから、熱可塑性樹脂が好ま
しい。具体的には、例えば、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のアセテート樹脂、ポ
リエステル樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂
、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、アクリル樹脂、ポリノルボル
ネン樹脂（例えば、商品名「ＡＲＴＯＮ」（ＪＳＲ（株）製）、商品名「ＺＥＯＮＯＲ」
、商品名「ＺＥＯＮＥＸ」（日本ゼオン社製）等）、セルロース樹脂、ポリアリレート樹
脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニ
リデン樹脂、ポリアクリル樹脂や、これらの混合物等があげられる。また、液晶性ポリマ
ー等も使用できる。さらに、例えば、特開平２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ　０１
／３７００７号）に記載されているような、側鎖に置換イミド基または非置換イミド基を
有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換フェニル基または非置換フェニル基とニトリル基とを
有する熱可塑性樹脂との混合物等も使用できる。具体例としては、例えば、イソブテンと
Ｎ－メチレンマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体
とを有する樹脂組成物等である。これらの形成材料の中でも、例えば、透明フィルムを形
成した際の複屈折率を、相対的により一層低く設定できる材料が好ましく、具体的には、
前述の側鎖に置換イミド基または非置換イミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換フ
ェニル基または非置換フェニル基とニトリル基とを有する熱可塑性樹脂との混合物が好ま
しい。前記の樹脂のなかで、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロース系ポリマ
ーフィルム、ノルボルネン系ポリマーフィルム（商品名「ＡＲＴＯＮ」（ＪＳＲ（株）製
）、商品名「ＺＥＯＮＯＲ」、商品名「ＺＥＯＮＥＸ」（日本ゼオン社製）等）が代表的
ものとして挙げられる。
【００２７】
　前記基材フィルムの厚さは、例えば、１０～１０００μｍ程度であるが、好ましくは２
０～５００μｍ、より好ましくは３０～１００μｍである。
【００２８】
　なお、前記複屈折層Ａを偏光板の透明保護層として形成する方法としては、例えば、前
記塗工溶液を偏光子に塗工し、前記溶媒を蒸発除去して前記複屈折層Ａを形成すればよい
。
【００２９】
　また、本発明について、前記複屈折層Ａの形成方法は、前記方法に特に限定されない。
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【００３０】
　つぎに、前記液晶セルＣは、 2枚の液晶セル基板の間に液晶分子が配置されたものであ
り、電圧非印加時に液晶性分子が実質的に垂直に配向している、いわゆるＶＡモードの液
晶セルである。ＶＡモードの液晶セルとしては、例えば、（１）棒状液晶性分子を電圧非
印加時に実質的に垂直に配向させ、電圧印加時に実質的に水平に配向させる狭義のＶＡモ
ードの液晶セル（特開平２－１７６６２５および特公平７－６９５３６号公報記載）に加
えて、（２）視野角拡大のため、ＶＡモードをマルチドメイン化した液晶セルが含まれる
。具体的には、ＭＶＡ（ＳＩＤ９７、 Digest of tech. Papers（予稿集）２８（１９９７
）８４５、ＳＩＤ９９、 Digest of tech. Papers（予稿集）３０（１９９９）２０６及び
特開平１１－２５８６０５号公報記載）、ＳＵＲＶＡＩＶＡＬ（月刊ディスプレイ、第６
巻、第３号（１９９９）１４記載）、ＰＶＡ（ Asia Display９８、 Proc.of the 18th Int
er. Display res. Conf.（予稿集）（１９９８）３８３記載）、Ｐａｒａ－Ａ（ LCD/PDP 
International ’９９で発表）、ＤＤＶＡ（ＳＩＤ９８、 Digest of tech. Papers（予稿
集）２９（１９９８）８３８記載）、ＥＯＣ（ＳＩＤ９８、 Digest of tech. Papers（予
稿集）２９（１９９８）３１９記載）、ＰＳＨＡ（ＳＩＤ９８、 Digest oftech. Papers
（予稿集）２９（１９９８）１０８１記載）、ＲＦＦＭＨ（ Asia Display９８、 Proc.of 
the 18th Inter. Display res. Conf.（予稿集）（１９９８）３７５記載）、ＨＭＤ（Ｓ
ＩＤ９８、 Digest of tech. Papers（予稿集）２９（１９９８）７０２記載）が含まれる
。その他に、（３）棒状液晶性分子を電圧非印加時に実質的に垂直配向させ、電圧印加時
にねじれマルチドメイン配向させるモード（ｎ－ＡＳＭモード）の液晶セル（ＩＷＤ’９
８、 Proc.of the ５ th Inter. Display Workshop.(予稿集 )（１９９８）１４３記載）も
含まれる。また、前記液晶セルＣの波長分散特性α４０（Ｃ）は、使用している液晶材料
が正の波長分散をし、基本的には１より大きくなる。
【００３１】
　つぎに、前記複屈折層Ｂは、前記式（２）、前記式（３）および前記式（４）を満たす
ものであれば、特に制限されない。また、前記複屈折層Ｂにおいて、Δｎ＝ｎｘ－ｎｙ（
ｎｘ≧ｎｙ）は、０．００５～０．２の範囲であれば前記複屈折層Ｂの厚みを薄くするこ
とができ、液晶表示装置の薄型化・軽量化の点でも好ましい。さらに、前記Δｎは、０．
００８～０．１７の範囲であることが好ましく、０．０１～０．１５の範囲であることが
より好ましい。また、前記複屈折層Ｂと前記液晶セルＣとは隣接するため、両者の位相差
の差は小さいほうがよいことから、前記複屈折層Ｂにおいて、Ｒｔｈ＝（ｎｘ－ｎｚ）ｄ
は、液晶セルの位相差の１／２≦Ｒｔｈ≦液晶セルの位相差の３／２であることが好まし
い。
【００３２】
　前記複屈折層Ｂの形成材料は、特に制限されないが、非液晶性材料が好ましい。前記非
液晶性材料としては、前述のように、例えば、耐熱性、耐薬品性、透明性に優れ、剛性に
も富むことから、ポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリエーテルケトン、ポリア
リールエーテルケトン、ポリアミドイミド、ポリエステルイミド等のポリマーが好ましい
。これらのポリマーは、いずれか一種類を単独で使用してもよいし、例えば、ポリアリー
ルエーテルケトンとポリアミドとの混合物のように、異なる官能基を持つ２種以上の混合
物として使用してもよい。このようなポリマーの中でも、高透明性、高配向性、高延伸性
であることから、ポリイミドが特に好ましい。
【００３３】
　前記ポリマーの分子量は、特に制限されないが、例えば、重量平均分子量（Ｍｗ）が１
,０００～１ ,０００ ,０００の範囲であることが好ましく、より好ましくは２ ,０００～５
００ ,０００の範囲である。
【００３４】
　前記ポリイミドとしては、例えば、面内配向性が高く、有機溶剤に可溶なポリイミドが
好ましい。具体的には、例えば、特表２０００ -５１１２９６号公報に開示された、９ ,９
-ビス (アミノアリール )フルオレンと芳香族テトラカルボン酸二無水物との縮合重合生成
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物を含み、下記一般式（１）に示す繰り返し単位を１つ以上含むポリマーが使用できる。
【００３５】
【化１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
　前記一般式（１）中、Ｒ 3～Ｒ 6は、水素原子、ハロゲン原子、フェニル基、１～４個の
ハロゲン原子またはＣ 1～ 1 0アルキル基で置換されたフェニル基、およびＣ 1～ 1 0アルキル
基からなる群からそれぞれ独立に選択される少なくとも一種類の置換基である。好ましく
は、Ｒ 3～Ｒ 6は、ハロゲン原子、フェニル基、１～４個のハロゲン原子またはＣ 1～ 1 0ア
ルキル基で置換されたフェニル基、およびＣ 1～ 1 0アルキル基からなる群からそれぞれ独
立に選択される少なくとも一種類の置換基である。
【００３７】
　前記一般式（１）中、Ｚは、例えば、Ｃ 6～ 2 0の４価芳香族基であり、好ましくは、ピ
ロメリット基、多環式芳香族基、多環式芳香族基の誘導体、または、下記一般式（２）で
表される基である。
【００３８】
【化２】
　
　
　
　
　
【００３９】
　前記一般式（２）中、Ｚ’は、例えば、共有結合、Ｃ (Ｒ 7 )2基、ＣＯ基、Ｏ原子、Ｓ原
子、ＳＯ 2基、Ｓｉ (Ｃ 2Ｈ 5 )2基、または、ＮＲ 8基であり、複数の場合、それぞれ同一で
あるかまたは異なる。また、ｗは、１から１０までの整数を表す。Ｒ 7は、それぞれ独立
に、水素原子またはＣ（Ｒ 9） 3である。Ｒ 8は、水素原子、Ｃ 1～ 2 0のアルキル基、または
Ｃ 6～ 2 0アリール基であり、複数の場合、それぞれ同一であるかまたは異なる。Ｒ 9は、そ
れぞれ独立に、水素原子、フッ素原子、または塩素原子である。
【００４０】
　前記多環式芳香族基としては、例えば、ナフタレン、フルオレン、ベンゾフルオレンま
たはアントラセンから誘導される４価の基があげられる。また、前記多環式芳香族基の置
換誘導体としては、例えば、Ｃ 1～ 1 0のアルキル基、そのフッ素化誘導体、およびＦ原子
やＣｌ原子等のハロゲン原子からなる群から選択される少なくとも一つの基で置換された
前記多環式芳香族基があげられる。
【００４１】
　この他にも、例えば、特表平８ -５１１８１２号公報に記載された、繰り返し単位が下
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記一般式（３）または下記一般式（４）で示されるホモポリマーや、繰り返し単位が下記
一般式（５）で示されるポリイミド等があげられる。なお、下記一般式（５）のポリイミ
ドは、下記一般式（３）のホモポリマーの好ましい形態である。
【００４２】
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００４３】
　前記一般式（３）～（５）中、ＧおよびＧ’は、例えば、共有結合、ＣＨ 2基、Ｃ (ＣＨ

3 )2基、Ｃ (ＣＦ 3 )2基、Ｃ (ＣＸ 3 )2基（ここで、Ｘは、ハロゲン原子である。）、ＣＯ基
、Ｏ原子、Ｓ原子、ＳＯ 2基、Ｓｉ (ＣＨ 2ＣＨ 3 )2基、および、Ｎ (ＣＨ 3 )基からなる群か
ら、それぞれ独立して選択される基を表し、それぞれ同一でも異なってもよい。
【００４４】
　前記一般式（３）および前記一般式（５）中、Ｌは、置換基であり、ｄおよびｅは、そ
の置換数を表す。Ｌは、例えば、ハロゲン原子、Ｃ 1 - 3アルキル基、Ｃ 1 - 3ハロゲン化アル
キル基、フェニル基、または、置換フェニル基であり、複数の場合、それぞれ同一である
かまたは異なる。前記置換フェニル基としては、例えば、ハロゲン原子、Ｃ 1 - 3アルキル
基、およびＣ 1 - 3ハロゲン化アルキル基からなる群から選択される少なくとも一種類の置
換基を有する置換フェニル基があげられる。また、前記ハロゲン原子としては、例えば、
フッ素原子、塩素原子、臭素原子またはヨウ素原子があげられる。ｄは、０から２までの
整数であり、ｅは、０から３までの整数である。
【００４５】
　前記一般式（３）～前記一般式（５）中、Ｑは置換基であり、ｆはその置換数を表す。
Ｑとしては、例えば、水素原子、ハロゲン原子、アルキル基、置換アルキル基、ニトロ基
、シアノ基、チオアルキル基、アルコキシ基、アリール基、置換アリール基、アルキルエ
ステル基、および置換アルキルエステル基からなる群から選択される原子または基であっ
て、Ｑが複数の場合、それぞれ同一であるかまたは異なる。前記ハロゲン原子としては、
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例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子およびヨウ素原子があげられる。前記置換アル
キル基としては、例えば、ハロゲン化アルキル基があげられる。また前記置換アリール基
としては、例えば、ハロゲン化アリール基があげられる。ｆは、０から４までの整数であ
り、ｇおよびｈは、それぞれ０から３および１から３までの整数である。また、ｇおよび
ｈは、１より大きいことが好ましい。
【００４６】
　前記一般式（４）中、Ｒ 1 0およびＲ 1 1は、水素原子、ハロゲン原子、フェニル基、置換
フェニル基、アルキル基、および置換アルキル基からなる群から、それぞれ独立に選択さ
れる基である。その中でも、Ｒ 1 0およびＲ 1 1は、それぞれ独立に、ハロゲン化アルキル基
であることが好ましい。
【００４７】
　前記一般式（５）中、Ｍ 1およびＭ 2は、同一であるかまたは異なり、例えば、ハロゲン
原子、Ｃ 1 - 3アルキル基、Ｃ 1 - 3ハロゲン化アルキル基、フェニル基、または、置換フェニ
ル基である。前記ハロゲン原子としては、例えば、フッ素原子、塩素原子、臭素原子およ
びヨウ素原子があげられる。また、前記置換フェニル基としては、例えば、ハロゲン原子
、Ｃ 1 - 3アルキル基、およびＣ 1 - 3ハロゲン化アルキル基からなる群から選択される少なく
とも一種類の置換基を有する置換フェニル基があげられる。
【００４８】
　前記一般式（３）に示すポリイミドの具体例としては、例えば、下記一般式（６）で表
されるもの等があげられる。
【００４９】
【化４】
　
　
　
　
　
　
　
【００５０】
　さらに、前記ポリイミドとしては、例えば、前述のような骨格（繰り返し単位）以外の
酸二無水物やジアミンを、適宜共重合させたコポリマーがあげられる。
【００５１】
　前記酸二無水物としては、例えば、芳香族テトラカルボン酸二無水物があげられる。前
記芳香族テトラカルボン酸二無水物としては、例えば、ピロメリト酸二無水物、ベンゾフ
ェノンテトラカルボン酸二無水物、ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、複素環式芳香
族テトラカルボン酸二無水物、２，２’－置換ビフェニルテトラカルボン酸二無水物等が
あげられる。
【００５２】
　前記ピロメリト酸二無水物としては、例えば、ピロメリト酸二無水物、３，６－ジフェ
ニルピロメリト酸二無水物、３，６－ビス（トリフルオロメチル）ピロメリト酸二無水物
、３，６－ジブロモピロメリト酸二無水物、３，６－ジクロロピロメリト酸二無水物等が
あげられる。前記ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物としては、例えば、３，３’
，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、２，３，３’，４’－ベンゾフ
ェノンテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ベンゾフェノンテトラカルボン
酸二無水物等があげられる。前記ナフタレンテトラカルボン酸二無水物としては、例えば
、２，３，６，７－ナフタレン－テトラカルボン酸二無水物、１，２，５，６－ナフタレ
ン－テトラカルボン酸二無水物、２，６－ジクロロ－ナフタレン－１，４，５，８－テト
ラカルボン酸二無水物等があげられる。前記複素環式芳香族テトラカルボン酸二無水物と
しては、例えば、チオフェン－２，３，４，５－テトラカルボン酸二無水物、ピラジン－
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２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ピリジン－２，３，５，６－テトラカルボ
ン酸二無水物等があげられる。前記２，２’－置換ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
としては、例えば、２，２’－ジブロモ－４，４’，５，５’－ビフェニルテトラカルボ
ン酸二無水物、２，２’－ジクロロ－４，４’，５，５’－ビフェニルテトラカルボン酸
二無水物、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’，５，５’－ビフェニルテ
トラカルボン酸二無水物等があげられる。
【００５３】
　また、前記芳香族テトラカルボン酸二無水物のその他の例としては、３，３’，４，４
’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（２，３－ジカルボキシフェニル）メタ
ン二無水物、ビス（２，５，６－トリフルオロ－３，４－ジカルボキシフェニル）メタン
二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－
ヘキサフルオロプロパン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）－
２，２－ジフェニルプロパン二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）エーテル
二無水物、４，４’－オキシジフタル酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル
）スルホン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジフェニルスルホンテトラカルボン酸二無
水物、４，４’－［４，４’－イソプロピリデン－ジ（ｐ－フェニレンオキシ）］ビス（
フタル酸無水物）、Ｎ，Ｎ－（３，４－ジカルボキシフェニル）－Ｎ－メチルアミン二無
水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ジエチルシラン二無水物等があげられる。
【００５４】
　これらの中でも、前記芳香族テトラカルボン酸二無水物としては、２，２’－置換ビフ
ェニルテトラカルボン酸二無水物が好ましく、より好ましくは、２，２’－ビス（トリハ
ロメチル）－４，４’，５，５’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物であり、さらに
好ましくは、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’，５，５’－ビフェニル
テトラカルボン酸二無水物である。
【００５５】
　前記ジアミンとしては、例えば、芳香族ジアミンがあげられ、具体例としては、ベンゼ
ンジアミン、ジアミノベンゾフェノン、ナフタレンジアミン、複素環式芳香族ジアミン、
およびその他の芳香族ジアミンがあげられる。
【００５６】
　前記ベンゼンジアミンとしては、例えば、ｏ－、ｍ－およびｐ－フェニレンジアミン、
２，４－ジアミノトルエン、１，４－ジアミノ－２－メトキシベンゼン、１，４－ジアミ
ノ－２－フェニルベンゼンおよび１，３－ジアミノ－４－クロロベンゼンのようなベンゼ
ンジアミンからなる群から選択されるジアミン等があげられる。前記ジアミノベンゾフェ
ノンの例としては、２，２’－ジアミノベンゾフェノン、および３，３’－ジアミノベン
ゾフェノン等があげられる。前記ナフタレンジアミンとしては、例えば、１，８－ジアミ
ノナフタレン、および１，５－ジアミノナフタレン等があげられる。前記複素環式芳香族
ジアミンの例としては、２，６－ジアミノピリジン、２，４－ジアミノピリジン、および
２，４－ジアミノ－Ｓ－トリアジン等があげられる。
【００５７】
　また、前記芳香族ジアミンとしては、これらの他に、４，４’－ジアミノビフェニル、
４，４’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－（９－フルオレニリデン）－ジアニリ
ン、２，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル、３，３’
－ジクロロ－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２’－ジクロロ－４，４’－ジ
アミノビフェニル、２，２’，５，５’－テトラクロロベンジジン、２，２－ビス（４－
アミノフェノキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロパン、
２，２－ビス（４－アミノフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパ
ン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、３，４’－ジアミノジフェニルエーテル、
１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ
）ベンゼン、１，４－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（４－ア
ミノフェノキシ）ビフェニル、４，４’－ビス（３－アミノフェノキシ）ビフェニル、２
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，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（
４－アミノフェノキシ）フェニル］－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン
、４，４’－ジアミノジフェニルチオエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン
等があげられる。
【００５８】
　前記ポリエーテルケトンとしては、例えば、特開２００１－４９１１０号公報に記載さ
れた、下記一般式（７）で表されるポリアリールエーテルケトンがあげられる。
【００５９】
【化５】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６０】
　前記一般式（７）中、Ｘは、置換基を表し、ｑは、その置換数を表す。Ｘは、例えば、
ハロゲン原子、低級アルキル基、ハロゲン化アルキル基、低級アルコキシ基、または、ハ
ロゲン化アルコキシ基であり、Ｘが複数の場合、それぞれ同一であるかまたは異なる。
【００６１】
　前記ハロゲン原子としては、例えば、フッ素原子、臭素原子、塩素原子およびヨウ素原
子があげられ、これらの中でも、フッ素原子が好ましい。前記低級アルキル基としては、
例えば、Ｃ 1～ 6の直鎖または分岐鎖の低級アルキル基が好ましく、より好ましくはＣ 1～ 4

の直鎖または分岐鎖のアルキル基である。具体的には、メチル基、エチル基、プロピル基
、イソプロピル基、ブチル基、イソブチル基、 sec-ブチル基、および、 tert-ブチル基が
好ましく、特に好ましくは、メチル基およびエチル基である。前記ハロゲン化アルキル基
としては、例えば、トリフルオロメチル基等の前記低級アルキル基のハロゲン化物があげ
られる。前記低級アルコキシ基としては、例えば、Ｃ 1～ 6の直鎖または分岐鎖のアルコキ
シ基が好ましく、より好ましくはＣ 1～ 4の直鎖または分岐鎖のアルコキシ基である。具体
的には、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、イソプロポキシ基、ブトキシ基、イソ
ブトキシ基、 sec-ブトキシ基、および、 tert-ブトキシ基が、さらに好ましく、特に好ま
しくはメトキシ基およびエトキシ基である。前記ハロゲン化アルコキシ基としては、例え
ば、トリフルオロメトキシ基等の前記低級アルコキシ基のハロゲン化物があげられる。
【００６２】
　前記一般式（７）中、ｑは、０から４までの整数である。前記一般式（７）においては
、ｑ＝０であり、かつ、ベンゼン環の両端に結合したカルボニル基とエーテルの酸素原子
とが互いにパラ位に存在することが好ましい。
【００６３】
　また、前記一般式（７）中、Ｒ 1は、下記一般式（８）で表される基であり、ｍは、０
または１の整数である。
【００６４】
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【化６】
　
　
　
　
　
　
　
【００６５】
　前記一般式（８）中、Ｘ’は置換基を表し、例えば、前記一般式（７）におけるＸと同
様である。前記一般式（８）において、Ｘ’が複数の場合、それぞれ同一であるかまたは
異なる。ｑ’は、前記Ｘ’の置換数を表し、０から４までの整数であって、ｑ’＝０が好
ましい。また、ｐは、０または１の整数である。
【００６６】
　前記一般式（８）中、Ｒ 2は、２価の芳香族基を表す。この２価の芳香族基としては、
例えば、ｏ－、ｍ－もしくはｐ－フェニレン基、または、ナフタレン、ビフェニル、アン
トラセン、ｏ－、ｍ－もしくはｐ－テルフェニル、フェナントレン、ジベンゾフラン、ビ
フェニルエーテル、もしくは、ビフェニルスルホンから誘導される２価の基等があげられ
る。これらの２価の芳香族基において、芳香族に直接結合している水素原子が、ハロゲン
原子、低級アルキル基または低級アルコキシ基で置換されてもよい。これらの中でも、前
記Ｒ 2としては、下記一般式（９）～下記一般式（１５）からなる群から選択される芳香
族基が好ましい。
【００６７】
【化７】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００６８】
　前記一般式（７）中、前記Ｒ 1としては、下記一般式（１６）で表される基が好ましく
、下記一般式（１６）において、Ｒ 2およびｐは、前記一般式（８）と同義である。
【００６９】
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【化８】
　
　
　
　
　
　
　
【００７０】
　さらに、前記一般式（７）中、ｎは重合度を表し、例えば、２～５０００の範囲であり
、好ましくは、５～５００の範囲である。また、その重合は、同じ構造の繰り返し単位か
らなるものであってもよく、異なる構造の繰り返し単位からなるものであってもよい。後
者の場合には、繰り返し単位の重合形態は、ブロック重合であってもよいし、ランダム重
合でもよい。
【００７１】
　さらに、前記一般式（７）で示されるポリアリールエーテルケトンの末端は、ｐ -テト
ラフルオロベンゾイレン基側がフッ素であり、オキシアルキレン基側が水素原子であるこ
とが好ましく、このようなポリアリールエーテルケトンは、例えば、下記一般式（１７）
で表すことができる。なお、下記一般式（１７）において、ｎは、前記一般式（７）と同
様の重合度を表す。
【００７２】
【化９】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７３】
　前記一般式（７）で示されるポリアリールエーテルケトンの具体例としては、下記一般
式（１８）～下記一般式（２１）で表されるもの等があげられ、下記一般式（１８）から
下記一般式（２１）において、ｎは、前記一般式（７）と同様の重合度を表す。
【００７４】
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【化１０】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００７５】
　また、これらの他に、前記ポリアミドまたはポリエステルとしては、例えば、特表平１
０－５０８０４８号公報に記載されるポリアミドやポリエステルがあげられ、それらの繰
り返し単位は、例えば、下記一般式（２２）で表すことができる。
【００７６】
【化１１】
　
　
　
　
　
　
　
【００７７】
　前記一般式（２２）中、Ｙは、Ｏ原子またはＮＨ基である。また、Ｅは、例えば、共有
結合、Ｃ 2アルキレン基、ハロゲン化Ｃ 2アルキレン基、ＣＨ 2基、Ｃ（ＣＸ 3） 2基（ここ
で、Ｘは、ハロゲン原子または水素原子である。）、ＣＯ基、Ｏ原子、Ｓ原子、ＳＯ 2基
、Ｓｉ（Ｒ） 2基、および、Ｎ（Ｒ）基からなる群から選ばれる少なくとも一種類の基で
あり、それぞれ同一でもよいし異なってもよい。前記Ｅにおいて、Ｒは、Ｃ 1 - 3アルキル
基およびＣ 1 - 3ハロゲン化アルキル基の少なくとも一種類であり、カルボニル官能基また
はＹ基に対してメタ位またはパラ位にある。
【００７８】
　また、前記一般式（２２）中、ＡおよびＡ’は、置換基であり、ｔおよびｚは、それぞ
れの置換数を表す。また、ｐは、０から３までの整数であり、ｑは、１から３までの整数
であり、ｒは、０から３までの整数である。
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【００７９】
　前記Ａは、例えば、水素原子、ハロゲン原子、Ｃ 1 - 3アルキル基、Ｃ 1 - 3ハロゲン化アル
キル基、ＯＲ（ここで、Ｒは、前記定義のものである。）で表されるアルコキシ基、アリ
ール基、ハロゲン化等による置換アリール基、Ｃ 1 - 9アルコキシカルボニル基、Ｃ 1 - 9アル
キルカルボニルオキシ基、Ｃ 1 - 1 2アリールオキシカルボニル基、Ｃ 1 - 1 2アリールカルボニ
ルオキシ基およびその置換誘導体、Ｃ 1 - 1 2アリールカルバモイル基、ならびに、Ｃ 1 - 1 2ア
リールカルボニルアミノ基およびその置換誘導体からなる群から選択され、複数の場合、
それぞれ同一であるかまたは異なる。前記Ａ’は、例えば、ハロゲン原子、Ｃ 1 - 3アルキ
ル基、Ｃ 1 - 3ハロゲン化アルキル基、フェニル基および置換フェニル基からなる群から選
択され、複数の場合、それぞれ同一であるかまたは異なる。前記置換フェニル基のフェニ
ル環上の置換基としては、例えば、ハロゲン原子、Ｃ 1 - 3アルキル基、Ｃ 1 - 3ハロゲン化ア
ルキル基およびこれらの組み合わせがあげられる。前記ｔは、０から４までの整数であり
、前記ｚは、０から３までの整数である。
【００８０】
　前記一般式（２２）で表されるポリアミドまたはポリエステルの繰り返し単位の中でも
、下記一般式（２３）で表されるものが好ましい。
【００８１】
【化１２】
　
　
　
　
　
　
　
　
【００８２】
　前記一般式（２３）中、Ａ、Ａ’およびＹは、前記一般式（２２）で定義したものであ
り、ｖは０から３の整数、好ましくは、０から２の整数である。ｘおよびｙは、それぞれ
０または１であるが、共に０であることはない。
【００８３】
　前記複屈折層Ｂの製造方法は、特に制限されず、例えば、形成材料を溶媒に溶解した溶
液を調製し、これを表面が平滑な基材フィルムや金属製エンドレスベルトにフィルム状に
塗工し、前記溶媒を蒸発除去して、前記複屈折層Ｂを形成すればよい。
【００８４】
　前記基材フィルムの形成材料は、特に制限されず、透明性に優れるポリマーが好ましく
、また、後述するような延伸処理や収縮処理に適していることから、熱可塑性樹脂が好ま
しい。具体的には、例えば、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のアセテート樹脂、ポ
リエステル樹脂、ポリエーテルスルホン樹脂、ポリスルホン樹脂、ポリカーボネート樹脂
、ポリアミド樹脂、ポリイミド樹脂、ポリオレフィン樹脂、アクリル樹脂、ポリノルボル
ネン樹脂（例えば、商品名「ＡＲＴＯＮ」（ＪＳＲ（株）製）、商品名「ＺＥＯＮＯＲ」
、商品名「ＺＥＯＮＥＸ」（日本ゼオン社製）等）、セルロース樹脂、ポリアリレート樹
脂、ポリスチレン樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、ポリ塩化ビニル樹脂、ポリ塩化ビニ
リデン樹脂、ポリアクリル樹脂や、これらの混合物等があげられる。また、液晶性ポリマ
ー等も使用できる。さらに、例えば、特開平２００１－３４３５２９号公報（ＷＯ　０１
／３７００７号）に記載されているような、側鎖に置換イミド基または非置換イミド基を
有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換フェニル基または非置換フェニル基とニトリル基とを
有する熱可塑性樹脂との混合物等も使用できる。具体例としては、例えば、イソブテンと
Ｎ－メチレンマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・スチレン共重合体
とを有する樹脂組成物等である。これらの形成材料の中でも、例えば、透明フィルムを形
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成した際の複屈折率を、相対的により一層低く設定できる材料が好ましく、具体的には、
前述の側鎖に置換イミド基または非置換イミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換フ
ェニル基または非置換フェニル基とニトリル基とを有する熱可塑性樹脂との混合物が好ま
しい。前記の樹脂のなかで、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）等のセルロース系ポリマ
ーフィルム、ノルボルネン系ポリマーフィルム（商品名「ＡＲＴＯＮ」（ＪＳＲ（株）製
）、商品名「ＺＥＯＮＯＲ」、商品名「ＺＥＯＮＥＸ」（日本ゼオン社製）等）が代表的
ものとして挙げられる。
【００８５】
　前記基材フィルムの厚さは、例えば、１０～１０００μｍ程度であるが、好ましくは２
０～５００μｍ、より好ましくは３０～１００μｍである。
【００８６】
　前記塗工する溶液の溶媒は、特に制限されず、例えば、クロロホルム、ジクロロメタン
、四塩化炭素、ジクロロエタン、テトラクロロエタン、トリクロロエチレン、テトラクロ
ロエチレン、クロロベンゼン、オルソジクロロベンゼン等のハロゲン化炭化水素類；フェ
ノール、パラクロロフェノール等のフェノール類；ベンゼン、トルエン、キシレン、メト
キシベンゼン、１，２－ジメトキシベンゼン等の芳香族炭化水素類；アセトン、メチルエ
チルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン、シクロペンタノン、２－ピロ
リドン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等のケトン系溶媒；酢酸エチル、酢酸ブチル等のエ
ステル系溶媒；ｔ－ブチルアルコール、グリセリン、エチレングリコール、トリエチレン
グリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールジメチルエ
ーテル、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、２－メチル－２，４－ペンタ
ンジオールのようなアルコール系溶媒；ジメチルホルムアミド、ジメチルアセトアミドの
ようなアミド系溶媒；アセトニトリル、ブチロニトリルのようなニトリル系溶媒；ジエチ
ルエーテル、ジブチルエーテル、テトラヒドロフランのようなエーテル系溶媒；あるいは
二硫化炭素、エチルセルソルブ、ブチルセルソルブ等があげられる。これらの溶媒は、一
種類でもよいし、二種類以上を併用してもよい。
【００８７】
　前記塗工溶液は、例えば、必要に応じて、さらに、安定剤、可塑剤、金属類等の種々の
添加剤を配合してもよい。
【００８８】
　また、前記塗工溶液は、異なる他の樹脂を含有してもよい。前記他の樹脂としては、例
えば、各種汎用樹脂、エンジニアリングプラスチック、熱可塑性樹脂、熱硬化性樹脂等が
あげられる。
【００８９】
　前記汎用樹脂としては、例えば、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）、ポ
リスチレン（ＰＳ）、ポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）、ＡＢＳ樹脂、およびＡＳ
樹脂等があげられる。前記エンジニアリングプラスチックとしては、例えば、ポリアセテ
ート（ＰＯＭ）、ポリカーボネート（ＰＣ）、ポリアミド（ＰＡ：ナイロン）、ポリエチ
レンテレフタレート（ＰＥＴ）、およびポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ）等があげ
られる。前記熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポ
リエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリケトン（ＰＫ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリシクロ
ヘキサンジメタノールテレフタレート（ＰＣＴ）、ポリアリレート（ＰＡＲ）、および液
晶性ポリマー（ＬＣＰ）等があげられる。前記熱硬化性樹脂としては、例えば、エポキシ
樹脂、フェノールノボラック樹脂等があげられる。
【００９０】
　このように、前記他の樹脂等を前記塗工溶液に配合する場合、その配合量は、前記ポリ
マー材料に対して、例えば、０～５０質量％であり、好ましくは、０～３０質量％である
。
【００９１】
　前記溶液の塗工方法としては、例えば、スピンコート法、ロールコート法、フローコー

10

20

30

40

50

(18) JP 4025699 B2 2007.12.26



ト法、プリント法、ディップコート法、流延成膜法、バーコート法、グラビア印刷法等が
あげられる。また、塗工に際しては、必要に応じて、ポリマー層の重畳方式も採用できる
。
【００９２】
　塗工後、例えば、自然乾燥、風乾、加熱乾燥（例えば、６０～２５０℃）により、前記
溶液中の溶媒を蒸発除去させることにより、複屈折層Ｂを形成する。前記複屈折層の厚み
は、特に制限されないが、液晶表示装置の薄型化、視角補償およびフィルムの均質性等の
観点から、例えば、０．１～５０μｍ、好ましくは０．５～３０μｍ、より好ましくは１
～２０μｍの範囲である。
【００９３】
　前記複屈性層Ｂにおいて、面内に屈折率の差（ｎｘ＞ｎｙ）を持たせることが好ましい
。前記複屈折層Ｂが面内に屈折率の差を有し、かつ厚み方向との屈折率に差があれば、す
なわち、ｎｘ＞ｎｙ＞ｎｚ（ｎｘ、ｎｙおよびｎｚは前述と同じ）であれば、得られる光
学フィルムが光学的二軸性となるからである。前記複屈折層Ｂの面内に屈折率の差を持た
せる方法としては、例えば、以下の方法がある。まず、一方向に面内収縮性を有する基材
フィルムを用い、その上に前記溶液を塗工し乾燥することにより、前記基材フィルムの面
内収縮性を利用して、形成される複屈折層に面内の屈折率差を持たせることができる。ま
た、一方向に応力を加えた基材フィルムの上に前記溶液を塗工したり、塗工された溶液に
一方向から風を吹き付けたりしながら、複屈性層を形成することにより、面内に屈折率の
差を持たせることもできる。その他、異方性をもつ基材フィルムの上に前記溶液を塗工し
て複屈折層を形成することにより、面内に屈折率の差を持たせることもできる。また、基
材フィルム層の上に複屈折層を形成後、この積層体を延伸することにより、前記複屈折層
の面内に屈折率の差を持たせることができる。なお、これらの方法を組み合わせてもよい
。
【００９４】
　前記複屈折層 Bは、基材フィルムが付いたまま状態で用いることもできる。その場合に
は、前記基材フィルムの光学異方性としては、 Re＜ 10nmかつ Rth＜ 20nmであることが好ま
しく、さらには Re＜ 8nmかつ Rth＜ 18nmであることが好ましく、 Re＜ 5nmかつ Rth＜ 15nmであ
ることがより好ましい。また、前記基材フィルムを、偏光子の透明保護層として利用する
ことも可能である。なお、ＲｅおよびＲｔｈは、前記式（６）および、前記式（７）と同
様に定義されるものである。
【００９５】
　前記基材フィルムと前記複屈折層 Bとの間には、必要に応じて密着性を確保するような
層を設けることも可能である。その形成材料としては、ポリエチレンイミン系、アクリル
ウレタン系、ポリエステルウレタン系、ポリカーボネートウレタン系樹脂などが挙げられ
る。
【００９６】
　前記液晶セルＣ内に前記複屈折層 Bを直接形成する場合には、前記基材フィルム上に形
成する場合と同様に、塗工溶液をスピンコート法等で塗工し、溶媒を蒸発除去することに
より前記複屈折層Ｂが形成できる。この他に、基材フィルム上に形成した前記複屈折層 B
を、前記液晶セルＣに転写してもよい。前記転写は、特に制限されず、熱転写でもよいし
、接着剤若しくは粘着材を介しての転写でもよい。なお、前記複屈折層 Bを形成する面は
、バックライト側もしくは視認側のどちらの液晶セル基板でもよく、その基板の内側でも
外側でも良い。特にポリイミドなどの高耐熱性樹脂を用いる場合には、前記複屈折層 Bを
形成したあとでも、カラーフィルターを設けたりするのに好適である。
【００９７】
　なお、前記複屈折層Ｂは、前記基材フィルム層の一方の表面に形成されていてもよく、
また両面に形成されていてもよい。また、前記複屈折層Ｂは、単層でもよく単一形成材料
若しくは複数の形成材料による多層構造でもよい。
【００９８】
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　また、前記複屈折層Ｂが基材フィルムと共に用いられる場合、さらに、接着剤層および
粘着剤層の少なくとも一方を有することが好ましい。これによって、前記複屈折層Ｂと、
前記偏光板、前記複屈折層Ａ、前記液晶セルＣ等の他部材との接着が容易になるとともに
、前記複屈折層Ｂの剥離を防止することができるからである。
【００９９】
　前記接着層の材料としては、特に制限されないが、例えば、アクリル系、ビニルアルコ
ール系、シリコーン系、ポリエステル系、ポリウレタン系、ポリエーテル系等のポリマー
製感圧接着剤や、ゴム系感圧接着剤等が使用できる。また、これらの材料に、微粒子を含
有させて光拡散性を示す層としてもよい。これらの中でも、例えば、吸湿性や耐熱性に優
れる材料が好ましい。このような性質であれば、例えば、液晶表示装置に使用した場合に
、吸湿による発泡や剥離、熱膨張差等による光学特性の低下や、液晶セルの反り等を防止
でき、高品質で耐久性にも優れる表示装置となる。
【０１００】
　本発明の偏光板は、特に制限されず、例えば、偏光子と透明保護層を含む積層偏光板で
ある。透明保護層は、偏光子の両側に積層してもよいし、いずれか一方の面のみに積層し
てもよい。また、両面に積層する場合には、例えば、同じ種類の透明保護層を使用しても
よいし、異なる種類の透明保護層を使用してもよい。
【０１０１】
　前記偏光子としては、特に制限されず、例えば、従来公知の方法により、各種フィルム
に、ヨウ素や二色性染料等の二色性物質を吸着させて染色し、架橋、延伸、乾燥すること
によって調製したもの等が使用できる。この中でも、自然光を入射させると直線偏光を透
過するフィルムが好ましく、光透過率や偏光度に優れるものが好ましい。前記二色性物質
を吸着させる各種フィルムとしては、例えば、ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）系フィル
ム、部分ホルマール化ＰＶＡ系フィルム、エチレン・酢酸ビニル共重合体系部分ケン化フ
ィルム、セルロース系フィルム等の親水性高分子フィルム等があげられ、これらの他にも
、例えば、ＰＶＡの脱水処理物やポリ塩化ビニルの脱塩酸処理物等のポリエン配向フィル
ム等も使用できる。これらの中でも、好ましくはＰＶＡ系フィルムである。また、前記偏
光子の厚みは、通常、１～８０μｍの範囲であるが、これには限定されない。
【０１０２】
　前記透明保護層としては、特に制限されず、従来公知の透明フィルムを使用できるが、
例えば、透明性、機械的強度、熱安定性、水分遮断性、等方性などに優れるものが好まし
い。このような透明保護層の材質の具体例としては、トリアセチルセルロール等のセルロ
ース系樹脂や、ポリエステル系、ポリカーボネート系、ポリアミド系、ポリイミド系、ポ
リエーテルスルホン系、ポリスルホン系、ポリスチレン系、ポリノルボルネン系、ポリオ
レフィン系、アクリル系、アセテート系等の透明樹脂等があげられる。また、前記アクリ
ル系、ウレタン系、アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型樹脂ま
たは紫外線硬化型樹脂等もあげられる。この中でも、偏光特性や耐久性の点から、表面を
アルカリ等でケン化処理したＴＡＣフィルムが好ましい。
【０１０３】
　また、前記透明保護層として、特開２００１ -３４３５２９号公報（ＷＯ０１／３７０
０７）に記載のポリマーフィルムがあげられる。このポリマー材料としては、例えば、側
鎖に置換または非置換のイミド基を有する熱可塑性樹脂と、側鎖に置換または非置換のフ
ェニル基ならびにニトリル基を有す熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物が使用でき、例え
ば、イソブテンとＮ -メチルマレイミドからなる交互共重合体と、アクリロニトリル・ス
チレン共重合体とを有する樹脂組成物があげられる。なお、前記ポリマーフィルムは、例
えば、前記樹脂組成物の押出成形物であってもよい。
【０１０４】
　前記透明保護層は、前記式（６）および前記式（７）のＲｅおよびＲｔｈが、それぞれ
、Ｒｅ＜１０ｎｍかつＲｔｈ＜２０ｎｍであることが好ましく、より好ましくは、Ｒｅ＜
８ｎｍかつＲｔｈ＜１８ｎｍ、さらに好ましくは、Ｒｅ＜５ｎｍかつＲｔｈ＜１５ｎｍで
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ある。
【０１０５】
　また、前記透明保護層は、さらに光学補償機能を有するものでもよい。このように光学
補償機能を有する透明保護層としては、例えば、液晶セルにおける位相差に基づく視認角
の変化が原因である、着色等の防止や、良視認の視野角の拡大等を目的とした公知のもの
が使用できる。具体的には、例えば、前述した透明樹脂を一軸延伸または二軸延伸した各
種延伸フィルムや、液晶性ポリマー等の配向フィルム、透明基材上に液晶ポリマー等の配
向層を配置した積層体等があげられる。これらの中でも、良視認の広い視野角を達成でき
ることから、前記液晶性ポリマーの配向フィルムが好ましく、特に、ディスコティック系
やネマチック系の液晶ポリマーの傾斜配向層から構成される光学補償層を、前述のトリア
セチルセルロースフィルム等で支持した光学補償位相差板が好ましい。このような光学補
償位相差板としては、例えば、富士写真フィルム株式会社製「ＷＶフィルム」等の市販品
があげられる。なお、前記光学補償位相差板は、前記位相差フィルムやトリアセチルセル
ロースフィルム等のフィルム支持体を２層以上積層させることによって、位相差等の光学
特性を制御したもの等でもよい。
【０１０６】
　前記透明保護層の厚みは、特に制限されず、例えば、位相差や保護強度等に応じて適宜
決定できるが、通常、５００μｍ以下であり、好ましくは５～３００μｍ、より好ましく
は５～１５０μｍの範囲である。
【０１０７】
　前記透明保護層は、例えば、前記偏光子に前記各種透明樹脂を塗布する方法、前記偏光
フィルムに前記透明樹脂製フィルムや前記光学補償位相差板等を積層する方法等の従来公
知の方法によって適宜形成でき、また市販品を使用することもできる。
【０１０８】
　また、前記透明保護層は、さらに、例えば、ハードコート処理、反射防止処理、スティ
ッキングの防止や拡散、アンチグレア等を目的とした処理等が施されたものでもよい。前
記ハードコート処理とは、偏光板表面の傷付き防止等を目的とし、例えば、前記透明保護
層の表面に、硬化型樹脂から構成される、硬度や滑り性に優れた硬化被膜を形成する処理
である。前記硬化型樹脂としては、例えば、シリコーン系、ウレタン系、アクリル系、エ
ポキシ系等の紫外線硬化型樹脂等が使用でき、前記処理は、従来公知の方法によって行う
ことができる。スティッキングの防止は、隣接する層との密着防止を目的とする。前記反
射防止処理とは、偏光板表面での外光の反射防止を目的とし、従来公知の反射防止層等の
形成により行うことができる。
【０１０９】
　前記アンチグレア処理とは、偏光板表面において外光が反射することによる、偏光板透
過光の視認妨害を防止すること等を目的とし、例えば、従来公知の方法によって、前記透
明保護層の表面に、微細な凹凸構造を形成することによって行うことができる。このよう
な凹凸構造の形成方法としては、例えば、サンドブラスト法やエンボス加工等による粗面
化方式や、前述のような透明樹脂に透明微粒子を配合して前記透明保護層を形成する方式
等があげられる。
【０１１０】
　前記透明微粒子としては、例えば、シリカ、アルミナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫
、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化アンチモン等があげられ、この他にも導電性を
有する無機系微粒子や、架橋または未架橋のポリマー粒状物等から構成される有機系微粒
子等を使用することもできる。前記透明微粒子の平均粒径は、特に制限されないが、例え
ば、０．５～２０μｍの範囲である。また、前記透明微粒子の配合割合は、特に制限され
ないが、一般に、前述のような透明樹脂１００質量部あたり２～７０質量部の範囲が好ま
しく、より好ましくは５～５０質量部の範囲である。
【０１１１】
　前記透明微粒子を配合したアンチグレア層は、例えば、透明保護層そのものとして使用

10

20

30

40

50

(21) JP 4025699 B2 2007.12.26



することもでき、また、透明保護層表面に塗工層等として形成されてもよい。さらに、前
記アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散して視角を拡大するための拡散層（視覚補償機
能等）を兼ねるものであってもよい。
【０１１２】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層、アンチグレア層等は、前記透
明保護層とは別個に、例えば、これらの層を設けたシート等から構成される光学層として
、偏光板に積層してもよい。
【０１１３】
　偏光子と透明保護層の積層方法は、特に制限されず、従来公知の方法によって行うこと
ができる。一般には、前述と同様の粘着剤や接着剤等が使用でき、その種類は、前記各構
成物の材質等によって適宜決定できる。前記接着剤としては、例えば、アクリル系、ビニ
ルアルコール系、シリコーン系、ポリエステル系、ポリウレタン系、ポリエーテル系等の
ポリマー製接着剤や、ゴム系接着剤等があげられる。また、グルタルアルデヒド、メラミ
ン、シュウ酸等のビニルアルコール系ポリマーの水溶性架橋剤等から構成される接着剤等
も使用できる。前述のような粘着剤、接着剤は、例えば、湿度や熱の影響によっても剥が
れ難く、光透過率や偏光度にも優れる。具体的には、前記偏光子がＰＶＡ系フィルムの場
合、例えば、接着処理の安定性等の点から、ＰＶＡ系接着剤が好ましい。これらの接着剤
や粘着剤は、例えば、そのまま偏光子や透明保護層の表面に塗布してもよいし、前記接着
剤や粘着剤から構成されたテープやシートのような層を前記表面に配置してもよい。また
、例えば、水溶液として調製した場合、必要に応じて、他の添加剤や、酸等の触媒を配合
してもよい。なお、前記接着剤を塗布する場合は、例えば、前記接着剤水溶液に、さらに
、他の添加剤や、酸等の触媒を配合してもよい。このような接着層の厚みは、特に制限さ
れないが、例えば、１ｎｍ～５００ｎｍであり、好ましくは１０ｎｍ～３００ｎｍであり
、より好ましくは２０ｎｍ～１００ｎｍである。特に限定されず、例えば、アクリル系ポ
リマーやビニルアルコール系ポリマー等の接着剤等を使用した従来公知の方法が採用でき
る。また、湿度や熱等によっても剥がれにくく、光透過率や偏光度に優れる偏光板を形成
できることから、さらに、グルタルアルデヒド、メラミン、シュウ酸等のＰＶＡ系ポリマ
ーの水溶性架橋剤を含む接着剤が好ましい。これらの接着剤は、例えば、その水溶液を前
記各構成物表面に塗工し、乾燥すること等によって使用できる。前記水溶液には、例えば
、必要に応じて、他の添加剤や、酸等の触媒も配合できる。これらの中でも、前記接着剤
としては、ＰＶＡフィルムとの接着性に優れる点から、ＰＶＡ系接着剤が好ましい。
【０１１４】
　本発明の偏光板は、前記透明保護層の他に、さらに他の光学層を含んでもよい。前記光
学層としては、例えば、以下に示すような偏光板、反射板、半透過反射板、輝度向上フィ
ルム等、液晶表示装置等の形成に使用される、従来公知の各種光学層があげられる。これ
らの光学層は、一種類でもよいし、二種類以上を併用してもよく、また、一層でもよいし
、二層以上を積層してもよい。このような光学層をさらに含む積層偏光板は、例えば、光
学補償機能を有する一体型偏光板として使用することが好ましく、例えば、液晶セル表面
に配置する等、各種画像表示装置への使用に適している。
【０１１５】
　以下に、このような一体型偏光板について説明する。
【０１１６】
　まず、反射型偏光板または半透過反射型偏光板の一例について説明する。前記反射型偏
光板は、本発明の積層偏光板にさらに反射板が、前記半透過反射型偏光板は、本発明の積
層偏光板にさらに半透過反射板が、それぞれ積層されている。
【０１１７】
　前記反射型偏光板は、通常、液晶セルの裏側に配置され、視認側（表示側）からの入射
光を反射させて表示するタイプの液晶表示装置（反射型液晶表示装置）等に使用できる。
このような反射型偏光板は、例えば、バックライト等の光源の内蔵を省略できるため、液
晶表示装置の薄型化を可能にする等の利点を有する。
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【０１１８】
　前記反射型偏光板は、例えば、前記弾性率を示す偏光板の片面に、金属等から構成され
る反射板を形成する方法等、従来公知の方法によって作製できる。具体的には、例えば、
前記偏光板における透明保護層の片面（露出面）を、必要に応じてマット処理し、前記面
に、アルミニウム等の反射性金属からなる金属箔や蒸着膜を反射板として形成した反射型
偏光板等があげられる。
【０１１９】
　また、前述のように各種透明樹脂に微粒子を含有させて表面を微細凹凸構造とした透明
保護層の上に、その微細凹凸構造を反映させた反射板を形成した、反射型偏光板等もあげ
られる。その表面が微細凹凸構造である反射板は、例えば、入射光を乱反射により拡散さ
せ、指向性やギラギラした見栄えを防止し、明暗のムラを抑制できるという利点を有する
。このような反射板は、例えば、前記透明保護層の凹凸表面に、真空蒸着方式、イオンプ
レーティング方式、スパッタリング方式等の蒸着方式やメッキ方式等、従来公知の方法に
より、直接、前記金属箔や金属蒸着膜として形成することができる。
【０１２０】
　また、前述のように偏光板の透明保護層に前記反射板を直接形成する方式に代えて、反
射板として、前記透明保護層に使用するフィルムのような適当なフィルムに反射層を設け
た反射シート等を使用してもよい。前記反射板における前記反射層は、通常、金属から構
成されるため、例えば、酸化による反射率の低下防止、ひいては初期反射率の長期持続や
、透明保護層の別途形成を回避する点等から、その使用形態は、前記反射層の反射面が前
記フィルムや偏光板等で被覆された状態であることが好ましい。
【０１２１】
　一方、前記半透過型偏光板は、前記反射型偏光板において、反射板に代えて、半透過型
の反射板を有するものである。前記半透過型反射板としては、例えば、反射層で光を反射
し、かつ、光を透過するハーフミラー等があげられる。
【０１２２】
　前記半透過型偏光板は、通常、液晶セルの裏側に設けられ、液晶表示装置等を比較的明
るい雰囲気で使用する場合には、視認側（表示側）からの入射光を反射して画像を表示し
、比較的暗い雰囲気においては、半透過型偏光板のバックサイドに内蔵されているバック
ライト等の内蔵光源を使用して画像を表示するタイプの液晶表示装置等に使用できる。す
なわち、前記半透過型偏光板は、明るい雰囲気下では、バックライト等の光源使用のエネ
ルギーを節約でき、一方、比較的暗い雰囲気下においても、前記内蔵光源を用いて使用で
きるタイプの液晶表示装置等の形成に有用である。
【０１２３】
　つぎに、偏光板に、さらに輝度向上フィルムが積層された偏光板の一例を説明する。
【０１２４】
　前記輝度向上フィルムとしては、特に限定されず、例えば、誘電体の多層薄膜や、屈折
率異方性が相違する薄膜フィルムの多層積層体のような、所定偏光軸の直線偏光を透過し
て、他の光は反射する特性を示すもの等が使用できる。このような輝度向上フィルムとし
ては、例えば、３Ｍ社製の商品名「Ｄ -ＢＥＦ」等があげられる。また、コレステリック
液晶層、特にコレステリック液晶性ポリマーの配向フィルムや、その配向液晶層をフィル
ム基材上に支持したもの等が使用できる。これらは、左右一方の円偏光を反射して、他の
光は透過する特性を示すものであり、例えば、日東電工社製の商品名「ＰＣＦ３５０」、
Ｍｅｒｃｋ社製の商品名「Ｔｒａｎｓｍａｘ」等があげられる。
【０１２５】
　以上のような本発明の各種偏光板は、例えば、本発明の偏光板と、さらに２層以上の光
学層とを積層した光学部材であってもよい。
【０１２６】
　このように２層以上の光学層を積層した光学部材は、例えば、液晶表示装置等の製造過
程において、順次別個に積層する方式によっても形成できるが、予め積層した光学部材と
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して使用すれば、例えば、品質の安定性や組立作業性等に優れ、液晶表示装置等の製造効
率を向上できるという利点がある。なお、積層には、前述と同様に、粘着層等の各種接着
手段を用いることができる。
【０１２７】
　前述のような各種偏光板は、例えば、液晶セル等の他の部材への積層が容易になること
から、さらに粘着剤層や接着剤層を有していることが好ましく、これらは、前記偏光板の
片面または両面に配置することができる。前記粘着層の材料としては、特に制限されず、
アクリル系ポリマー等の従来公知の材料が使用でき、特に、吸湿による発泡や剥離の防止
、熱膨張差等による光学特性の低下や液晶セルの反り防止、ひいては高品質で耐久性に優
れる液晶表示装置の形成性等の点より、例えば、吸湿率が低くて耐熱性に優れる粘着層と
なることが好ましい。また、微粒子を含有して光拡散性を示す粘着層等でもよい。前記偏
光板表面への前記粘着剤層の形成は、例えば、各種粘着材料の溶液または溶融液を、流延
や塗工等の展開方式により、前記偏光板の所定の面に直接添加して層を形成する方式や、
同様にして後述するセパレータ上に粘着剤層を形成させて、それを前記偏光板の所定面に
移着する方式等によって行うことができる。なお、このような層は、前記偏光板のいずれ
の表面に形成してもよく、例えば、前記偏光板における前記位相差板の露出面に形成して
もよい。
【０１２８】
　このように偏光板に設けた粘着剤層等の表面が露出する場合は、前記粘着層を実用に供
するまでの間、汚染防止等を目的として、セパレータによって前記表面をカバーすること
が好ましい。このセパレータは、前記透明保護層に使用するフィルム等のような適当なフ
ィルムに、必要に応じて、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素系、硫化モリブデン等
の剥離剤による剥離コートを一層以上設ける方法等によって形成できる。
【０１２９】
　前記粘着剤層等は、例えば、単層体でもよいし、積層体でもよい。前記積層体としては
、例えば、異なる組成や異なる種類の単層体を組合せた積層体を使用することもできる。
また、前記偏光板の両面に配置する場合は、例えば、それぞれ同じ粘着剤層でもよいし、
異なる組成や異なる種類の粘着剤層であってもよい。
【０１３０】
　前記粘着剤層の厚みは、例えば、偏光板の構成等に応じて適宜に決定でき、一般には、
１～５００μｍである。
【０１３１】
　前記粘着剤層を形成する粘着剤としては、例えば、光学的透明性に優れ、適度な濡れ性
、凝集性や接着性の粘着特性を示すものが好ましい。具体的な例としては、アクリル系ポ
リマーやシリコーン系ポリマー、ポリエステル、ポリウレタン、ポリエーテル、合成ゴム
等のポリマーを適宜ベースポリマーとして調製された粘着剤等があげられる。
【０１３２】
　前記粘着剤層の粘着特性の制御は、例えば、前記粘着剤層を形成するベースポリマーの
組成や分子量、架橋方式、架橋性官能基の含有割合、架橋剤の配合割合等によって、その
架橋度や分子量を調節するというような、従来公知の方法によって適宜行うことができる
。
【０１３３】
　前記偏光板、各種光学部材、透明保護層、光学層、粘着剤層等の各層は、例えば、サリ
チル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール系化合物、シア
ノアクリレート系化合物、ニッケル錯塩系化合物等の紫外線吸収剤で適宜処理することに
よって、紫外線吸収能を持たせたものでもよい。
【０１３４】
　つぎに、本発明の液晶パネルは、２つの前記偏光板の間に、前記複屈折層Ａ，前記複屈
折層Ｂおよび前記液晶セルＣを配置し、前記各構成部材を粘着剤若しくは接着剤で貼着し
て作製できる。前記粘着剤若しくは接着剤は、特に制限されず、例えば、前述のものが使
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用できる。前記液晶パネルの構成は、特に制限されず、例えば、以下の（１）～（５）の
構成があげられる。下記の構成（ 1）では、前記複屈折層Ｂが、下記の構成（４）および
（５）では、前記複屈折層Ａが、透明保護層を兼ねており、偏光子と一体となって偏光板
を構成している。なお、本発明の液晶パネルにおいて、視認側とバックライト側は、特に
制限されない。
（１）偏光板／複屈折層Ａ／液晶セルＣ／複屈折層Ｂ／偏光子
（２）偏光板／複屈折層Ａ／液晶セルＣ／複屈折層Ｂ／偏光板
（３）偏光板／複屈折層Ａ／複屈折層Ｂ／液晶セルＣ／偏光板
（４）偏光子／複屈折層Ａ／液晶セルＣ／複屈折層Ｂ／偏光板
（５）偏光子／複屈折層Ａ／複屈折層Ｂ／液晶セルＣ／偏光板
　つぎに、本発明の液晶パネルの構成例を、図１～５に示す。なお、これらの図において
、同一部分には、同一符号を付している。
【０１３５】
　図１に示す液晶パネルの構成は、前記（１）の構成例である。図示のように、この液晶
パネル１では、液晶セルＣ１３の一方の面（図において上の面）に、複屈折層Ａ１２およ
び偏光板１１が、この順序で積層され、前記液晶セルＣ１３の他方の面（図において下の
面）に、複屈折層Ｂ１４、偏光子１１１および透明保護層１１２が、この順序で積層され
ている。前記偏光板１１は、偏光子１１１の両面のそれぞれに透明保護層１１２が積層さ
れることにより構成されている。また、前記複屈折層Ｂ１４は、透明保護層として偏光子
１１１に積層されており、透明保護層１１２と共に、偏光板１６を形成している。
【０１３６】
　図２に示す液晶パネルの構成は、前記（２）の構成例である。図示のように、この液晶
パネル２では、液晶セルＣ１３の一方の面（図において上の面）に、複屈折層Ａ１２およ
び偏光板１１が、この順序で積層され、前記液晶セルＣ１３の他方の面（図において下の
面）に、複屈折層Ｂ１４および偏光板１１が、この順序で積層されている。前記２つの偏
光板１１は、偏光子１１１の両面のそれぞれに透明保護層１１２が積層されることにより
構成されている。
【０１３７】
　図３に示す液晶パネルの構成は、前記（３）の構成例である。図示のように、この液晶
パネル３では、液晶セルＣ１３の一方の面（図において上の面）に、複屈折層Ｂ１４、複
屈折層Ａ１２および偏光板１１が、この順序で積層され、前記液晶セルＣ１３の他方の面
（図において下の面）に、偏光板１１が積層されている。前記２つの偏光板１１は、偏光
子１１１の両面のそれぞれに透明保護層１１２が積層されることにより構成されている。
【０１３８】
　図４に示す液晶パネルの構成は、前記（４）の構成例である。図示のように、この液晶
パネル４では、液晶セルＣ１３の一方の面（図において上の面）に、複屈折層Ａ１２、偏
光子１１１および透明保護層１１２が、この順序で積層され、前記液晶セルＣ１３の他方
の面（図において下の面）に、複屈折層Ｂ１４および偏光板１１が、この順序で積層され
ている。前記偏光板１１は、偏光子１１１の両面のそれぞれに透明保護層１１２が積層さ
れることにより構成されている。また、前記複屈折層Ａ１２は、透明保護層として、偏光
子１１１に積層されており、透明保護層１１２と共に、偏光板１６を構成している。
【０１３９】
　図５に示す液晶パネルの構成は、前記（５）の構成例である。図示のように、この液晶
パネル５では、液晶セルＣ１３の一方の面（図において上の面）に、複屈折層Ｂ１４、複
屈折層Ａ１２、偏光子１１１および透明保護層１１２が、この順序で積層され、前記液晶
セルＣ１３の他方の面（図において下の面）に、偏光板１１が積層されている。前記偏光
板１１は、偏光子１１１の両面のそれぞれに透明保護層１１２が積層されることにより構
成されている。また、前記複屈折層Ａ１２は、透明保護層として、偏光子１１１に積層さ
れており、透明保護層１１２と共に、偏光板１６を構成している。
【実施例１】
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【０１４０】
　つぎに、本発明の実施例について、比較例と併せて説明する。なお、実施例等において
、各種特性は、以下のようにして測定・評価した。ここで、以下の実施例等において、Δ
ｎｘｚは、Δｎｘｚ＝ｎｘ－ｎｚであり、前記ｎｘおよび前記ｎｚは、前記式（１）およ
び前記式（２）の定義と同様である。
【０１４１】
　（波長分散測定）
　日本分光（株）製の商品名「エリプソメータ M-220」を使用し、 380～ 800nmの波長範囲
で、 40°入射光に対して位相差を測定した。
【０１４２】
　（ Re、 Rth算出法）
　日本分光（株）製の商品名「エリプソメータ M-220」を使用し、 550nmの波長にて、 0～ 4
0°までサンプルを傾斜させて位相差を測定し、 Re及び Rthを求めた。
【０１４３】
　（視野角特性）
　液晶表示装置の視野角特性は、 ELDIM社製の商品名「 EZ-Contrast」を用いて測定した。
【０１４４】
　（比較例１）
　イソブテンおよびＮ－メチルマレイミドからなる交互共重合体（Ｎ－メチルマレイミド
含量５０モル％）５０重量部と、アクリロニトリルの含量が２８重量％であるアクリロニ
トリル－スチレン共重合体５０重量部とを塩化メチレンに溶解し、固形分濃度１５重量％
の溶液を得た。この溶液をガラス板上に敷いたポリエチレンテレフタレートフィルム（Ｐ
ＥＴ）上に流延し、室温で６０分放置した後、ＰＥＴフィルムからはがし、１００℃で１
０分乾燥後１４０℃にて１０分、さらに１６０℃で３０分乾燥して透明フィルム（Ｉ）を
得た。機械的強度を向上させるため、そのフィルムを１３５℃で直交する二方向に二軸延
伸し、 50μ mの透明フィルム Xを得た。透明フィルム Xは、 d＝ 38μ m、 Re＝ 1nm、 Rth＝（ nx-
nz） d＝ 5nmであった。
【０１４５】
　ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素を吸着させて延伸した偏光子の両側に、接着
剤を介して透明フィルムを貼りあわせて偏光板とした。
【０１４６】
　 JSR（株）製の商品名「 ARTON」フィルムを 175℃で縦一軸延伸し、 Re＝ 142nm、 nx>ny=nz
の複屈折層Ａ（１）を得た。
【０１４７】
　２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン）および２
，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル）から合成された
ポリイミドをメソイソブチルケトンに溶解し、 20wt％で調製した。透明フィルム X上に塗
工し、 120℃で 5分間乾燥させた。そして、 d＝ 5.5μ m、 Re＝ 1.1nm、 Rth＝ 205nm、Δ nxz＝ 0
.037、 nx=ny>nzの複屈折層Ｂ（１）を得た。
【０１４８】
　粘着剤を用いて、前記偏光板と前記複屈折層Ａ（１）とを、吸収軸と遅相軸とが直交す
るように貼りあわせた。前記複屈折層Ｂ（１）は、前記偏光子の片側に透明フィルム Xを
設けたものの逆側に接着剤を介して貼りあわせた。そして、それらをＶＡモードの液晶セ
ルＣの上下に前記偏光子の吸収軸が直交するように粘着剤を介して貼りあわせ、液晶パネ
ル（ I）を得た。この液晶パネルは、図 1の構成のものである。前記ＶＡモードの液晶セル
Ｃは、シャープ（株）製のモニター（製品番号：ＬＬ－Ｔ１６２０）から偏光板を剥がし
て使用した。
【０１４９】
　（実施例１）
　帝人（株）製の商品名「ピュアエース WR」を 230℃で縦一軸延伸し、 Re＝ 145nm、 nx>ny=
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nzの複屈折層Ａ（２）を得た。
【０１５０】
　粘着剤を用いて、比較例１の偏光板と複屈折層Ａ（２）とを、吸収軸と遅相軸とが直交
するように貼りあわせた。もう一方は比較例１と同様に複屈折層Ｂ（１）を有する楕円偏
光板を用いた。そして、比較例１の液晶セルＣの上下に前記２枚の偏光子の吸収軸が直交
するように粘着剤を介して貼りあわせ、液晶パネル（ II）を得た。この液晶パネルは、図
1の構成のものである。
【０１５１】
　（実施例２）
　帝人（株）製の商品名「ピュアエース WR」を 230℃で固定端横延伸し、 Re＝ 110nm、 Rth
＝ 160nm、 nx＞ ny＞ nzの複屈折層Ａ（３）を得た。
【０１５２】
　２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン）および２
，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル） TFMBから合成さ
れたポリイミドをメチルイソブチルケトンに溶解し、 20wt％で調製した。 PETフィルム上
に塗工し、 170℃で 5分間乾燥させた。そして、 d＝ 4.3μ m、 Re＝ 0.8nm、 Rth＝ 172nm、Δ nx
z＝ 0.04、 nx=ny>nzの複屈折層Ｂ（３）を得た。
【０１５３】
　前記偏光子の片側に比較例１の透明保護層を、接着剤を介して貼りあわせ、逆側には前
記複屈折層Ａ（３）を吸収軸と遅相軸とが直交するように接着剤を介して貼りあわせた。
さらに、前記複屈折層Ａ（３）上に粘着剤を介して前記複屈折層Ｂ（３）を転写して楕円
偏光板を作製した。また、前記偏光子の両側に比較例１の透明保護層を、接着剤を介して
貼りあわせ、前記偏光板を得た。
【０１５４】
　比較例１と同じ液晶セルＣの片側に楕円偏光板を、粘着剤を介して貼りあわせ、逆側に
はそれらの偏光子の吸収軸同士が直交するように前記２つの偏光板を貼りあわせて液晶パ
ネル（ III）を得た。この液晶パネルは、図４の構成のものである。
【０１５５】
　（実施例３）
　帝人（株）製の商品名「ピュアエース WR」を 230℃で縦一軸延伸し、 Re＝ 97nm、 nx>ny=n
zの複屈折層Ａ（４）を得た。
【０１５６】
　２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン）および２
，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル）から合成された
ポリイミドをメチルイソブチルケトンに溶解し、２０ｗｔ％で調製した。ＴＡＣフィルム
上に塗工し、１３０℃で５分間乾燥させた。その後、 150℃で前記ＴＡＣフィルムのみを
固定端横延伸し、 d＝ 5.3μ m、 Re＝ 25nm、 Rth＝ 235nm、Δ nxz＝ 0.044、 nx＞ ny＞ nzの複屈
折層Ｂ（４）を得た。粘着剤を用いて、比較例１の偏光板と複屈折層Ａ（４）を吸収軸と
遅相軸が直交するように貼りあわせ、もう一枚の偏光板と複屈折層Ｂ（４）を吸収軸と遅
相軸が直交するように転写した。そして、比較例１の液晶セルＣの上下に前記２つの偏光
子の吸収軸が直交するように粘着剤を介して貼りあわせ、液晶パネル（ IV）を得た。この
液晶パネルは、図３の構成のものである。
【０１５７】
　（比較例２）
　偏光子の両側に富士フィルム（株）製ＴＡＣフィルムを、接着剤を介して貼りあわせ、
偏光板を作製した。なお、ＴＡＣフィルムは Re＝ 0.7nm、 Rth＝ 59nmであった。
【０１５８】
　ポリカーボネートを縦一軸延伸し、 Re＝ 105nm、 nx>ny=nzの複屈折層 A6を得た。
【０１５９】
　２，２’－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパン）および２
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，２’－ビス（トリフルオロメチル）－４，４’－ジアミノビフェニル）から合成された
ポリイミドをメチルイソブチルケトンに溶解し、 20wt％で調製した。前記ＴＡＣフィルム
上に塗工し、 130℃で 5分間乾燥させた。そして、 d＝ 3.5μ m、 Re＝ 0.5nm、 Rth＝ 145nm、Δ
nxz＝ 0.041、 nx=ny>nzの複屈折層Ｂ（６）を得た。
【０１６０】
　粘着剤を用いて、前記偏光板と前記複屈折層Ａ（６）を吸収軸と遅相軸が直交するよう
に貼りあわせた。もう一枚は、片側に TACフィルムを貼りあわせた前記偏光子に、 TACフィ
ルムが偏光子側となるように基材ごと前記複屈折層Ｂ（６）を、接着剤を介して貼りあわ
せた。そして、液晶セルの上下に前記偏光子の吸収軸が直交するように粘着剤を介して貼
りあわせ、液晶パネル（ VI）を得た。この液晶パネルは、図１の構成のものである。
【０１６１】
　（比較例３）
　 JSR（株）製の商品名「 ARTON」フィルムを 175℃で１．２倍縦一軸延伸し、 Re＝ 97nm、 n
x>ny=nzの複屈折層Ａ（７）を得た。そして、比較例２において、前記複屈折層Ａ（６）
を前記複屈折層Ａ（７）に変えた以外は同様にして、液晶パネル（ VII）を得た。この液
晶パネルは、図１の構成のものである。
【０１６２】
　このようにして得られた実施例１～３および比較例１～３の各液晶パネルについて、そ
の構成部材の波長分散特性（α４０）および視野角特性を調べた。その結果を、下記の表
１および表２に示す。
【０１６３】
　（表 1）
＜波長分散＞

比較例１　　　　 1.006        1.109
実施例１　　　　 0.891        1.109
実施例２　　　　 0.900        1.105
実施例３　　　　 0.891        1.110
比較例２　　　　 1.100        1.103
比較例３　　　　 1.003        1.103
　（表２）
＜視野角特性＞

比較例１　　α (B)＞α (C)＞α (A)＞ 1      ○　　　　 (0.327,0.324)△わずかに赤い
実施例１　　α (B)＞α (C)＞ 1＞α (A)      ○　　　　 (0.315,0.310)◎
実施例２　　α (B)＞α (C)＞ 1＞α (A)      ○　　　　 (0.317,0.311)◎
実施例３　　α (B)＞α (C)＞ 1＞α (A)      ○　　　　 (0.318,0.312)◎
比較例２　　α (B)＞α (A)＞α (C) 　　　　○　　　　 (0.385,0.397)×赤っぽい
比較例３　　α (B)＞α (C)＞α (A)＞ 1      ○　　　　 (0.351,0.370)×赤っぽい

全方位コントラスト： 10以上の場合を○とした。
カラーシフト：黒表示状態にて方位角 45° /極角 60°の時の（ｘ， y）を測定と目視観察を
行った。（ｘ，ｙ）＝（ 0.31,0.31）に近いほど、ニュートラルである（ CIE1931表色系）
。
【０１６４】
　前記表１および表２からわかるように、本発明の条件を備えた実施例の液晶パネルは、
コントラストに優れ、カラーシフトも効果的に抑制できた。これに対し、比較例の液晶パ
ネルは、コントラストには優れるものの、カラーシフトを抑制することができなかった。
【産業上の利用可能性】
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液晶セル：α 40Ｃ＝ 1.079             
　　　　　　　　α 40Ａ　　　α 40Ｂ

　　　　　　　　　　波長分散　　　　コントラスト　　黒状態でのカラーシフト (x,y)



【０１６５】
　以上のように、本発明の液晶パネルは、広範囲にわたりコントラスト比が高く、しかも
カラーシフトを効果的に抑制できる。したがって、本発明の液晶パネルを用いた液晶表示
装置は、その表示品位が優れたものになる。
【図面の簡単な説明】
【０１６６】
【図１】本発明の液晶パネルの一例の構成を示す断面図である。
【図２】本発明の液晶パネルのその他の一例の構成を示す断面図である。
【図３】本発明の液晶パネルのさらにその他の一例の構成を示す断面図である。
【図４】本発明の液晶パネルのさらにその他の一例の構成を示す断面図である。
【図５】本発明の液晶パネルのさらにその他の一例の構成を示す断面図である。
【符号の説明】
【０１６７】
　１　　　　　：液晶パネル
　１１　　　　：偏光板
　１１１　　　：偏光子
　１１２　　　：透明保護層
　１２　　　　：複屈折層Ａ
　１３　　　　：液晶セルＣ
　１４　　　　：複屈折層Ｂ
　１６　　　　：偏光板
　２　　　　　：液晶パネル
　３　　　　　：液晶パネル
　４　　　　　：液晶パネル
　５　　　　　：液晶パネル
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种在宽范围内具有高对比度并且可以有效抑制色移的液晶面板。 nx>ny≥nz的双折射层A，nx≥ny> nz的双折
射层B和VA模式的液晶单元C设置在以正交尼科耳状态排列的两个偏振片之间（B 40（A））双折射层A，双折射层B（α40（B））
和液晶单元C（α40（C））为α40（B） >α40（C）>α40（A）和1>α40（A）。波长色散特性α40是通过将双折射层或液晶单元的
表面的法线方向设定为基准（0°）并且从倾斜40°的方向测量每个波长430nm和550nm的入射光测量的延迟Re（λ）而获得的值。
这是的比率。 【选择图】无
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